
 鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止のための施策を総合的
かつ効果的に推進し、農林水産業の発展及び農山漁村地域の振興に
寄与します。 

目 的 

鳥獣被害防止特措法の概要 

内 容 

農林水産大臣が被害防止施策の基本指針を作成します。 

 基本指針に即して、市町村が被害防止計画 

を作成します。 

 地方交付税の拡充、補助事業による支援など、必要な財
政上の措置が講じられます。 

 鳥獣被害対策実施隊を設け、民間の隊員については非常
勤の公務員とし、狩猟税の軽減措置等の措置が講じられま
す。 

 都道府県に代わって、市町村自ら被害防止のための鳥獣
の捕獲許可の権限を行使できます。 

被害防止計画を定めた市町村に対して、被害防止施策を推進
するための必要な措置が講じられます。 
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市町村の作成する被害防止計画のイメージ 

市町村の被害防止計画に記載する事項 

農林水産大臣が策定する基本指針に即して、市町村は、単独で又
は共同して、被害防止計画を作成します。 

１ 被害の防止に関する基本的な方針 

２ 被害防止計画の対象鳥獣 

３ 被害防止計画の期間 

４ 対象鳥獣の捕獲に関する事項 

５ 防護柵の設置等捕獲以外の被害防止施策に関する事項 

６ 被害防止施策の実施体制に関する事項 

７ 捕獲した対象鳥獣の処理に関する事項 

被害の現状や従来講じてきた被害防止施策、被害の軽減目標や今後の取組方針を記載します。 

被害防止計画の対象とする鳥獣の種類を記載します。 

被害防止計画の期間を記載します。（概ね３年を想定） 

 捕獲の担い手の確保に関する取組、鳥獣の捕獲予定頭数、捕獲許可権限の委譲を希望する鳥獣の種類
等を記載します。 

 防護柵の設置、追い払い活動、放任果樹の除去、緩衝帯の設置、被害防止に関する知識の普及など、捕
獲以外の被害防止施策に関する取組について記載します。 

 鳥獣被害対策実施隊の設置や、関係機関で構成する対策協議会の設置等について記載します。 

 捕獲現場等での埋設処理、一般廃棄物処理施設での焼却、肉等としての利活用等、捕獲し
た鳥獣の処理方法について記載します。 

市町村の被害防止計画作成の流れ 
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